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Ⅰ 議会活動 

◎ 第１回定例会 令和７年２月１３日～３月２７日（４３日間） 

 

⑴ 報告・議案 《承認・議決（可決された議案）》 

ア 予算関係 

〇 令和６年度補正予算（一般会計予算(第９・１０号)・特別会計６件・水道事業会

計） 

〇 令和７年度当初予算（一般会計・特別会計７件・水道事業会計・下水道事業会計） 

 

イ 条例関係 

〇 奄美市職員の勤務時間，休暇等に関する条例等の一部を改正する条例の制定につ

いて 

〇 奄美市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

〇 奄美市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

について 

〇 奄美市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例の制定について 

〇 奄美市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

〇 奄美市企業立地等促進条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市企業立地等促進条例の適用の特例に関する条例の制定について 

〇 奄美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

ウ 人事関係 

〇 人権擁護委員候補者の推薦について（３件） 

重信 千代乃 氏，上原 恵美子 氏，泊 典美 氏 

 

〇 農業委員会委員の任命について（１４件） 

日髙 千夏 氏，与沢 裕美 氏，照井 香里 氏，田中 幹雄 氏， 

茂木 幸生 氏，岸田 国広 氏，朝 郁夫 氏，榮 清安 氏， 

大瀬 昭信 氏，西 盛満 氏，山田 正修 氏，里 義文 氏， 
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中棚 昭三十 氏，里 和彦 氏 

 

エ その他 

〇 奄美市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について 

〇 奄美市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 

〇 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

〇 奄美市過疎地域持続的発展計画の変更について 

 

⑵ 可決された発議 

〇 発議第１号 奄美市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

 

◎ 第２回定例会 令和７年６月１２日～６月３０日（１９日間） 

 

⑴ 報告・議案 《承認・議決（可決された議案）》 

ア 予算関係 

〇 令和７年度補正予算（一般会計（第１・２・３号）・水道事業会計・下水道事業

会計） 

 

イ 条例関係 

〇 奄美市税条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用並びに選挙運

動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

〇 奄美市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

〇 奄美市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

〇 奄美市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例の制定について 

〇 奄美市公共下水道施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

ウ その他 

〇 和解及び損害賠償の額を定めることについて（２件） 

〇 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

〇 奄美市過疎地域持続的発展計画の変更について 

〇 奄美市道路線の認定について 
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⑵ 可決された発議 

〇 発議第２号 学校上空での米軍機オスプレイ飛行禁止を求める意見書の提出に

ついて 

〇 発議第３号 日米地位協定の見直しを求める意見書の提出について 

 

⑶ 請願・陳情関係 

〔採  択〕 

〇 陳情第６号 学校上空での米軍機オスプレイ飛行禁止を求める陳情書 

〇 陳情第７号 「日米地位協定の見直し」を求める意見書提出の要請について                

 

〔不 採 択〕 

〇 陳情第２号 景観審議会委員に地元集落住民代表を追加する事を求める陳情書 

（賛成数２ ，反対数 １９） 

 

〔継続審査〕 

〇 陳情第３号 ゆたかな学びの実現・教職員定数改善，義務教育費国庫負担制度の

負担率の引上げをはかるための，2026 年度政府予算に係る意見

書採択の陳情について 

〇 陳情第４号 「カリキュラム・オーバーロード」の改善を求める意見書採択の陳

情について 

 

〔撤回承認〕 

〇 陳情第５号 地方財政の充実・強化に関する意見書の採択を求める陳情 

 

 

◎ 第３回定例会 令和７年９月８日～１０月８日（３１日間） 

 

⑴ 報告・議案 《承認・議決（可決された議案）》 

ア 予算関係 

〇 令和７年度補正予算（一般会計（第４号）・特別会計５件・水道事業会計・下水

道事業会計） 

〇 令和６年度歳入歳出決算認定について 

（一般会計・特別会計７件・水道事業会計・下水道事業会計） 

 

  イ 条例関係 

〇 奄美市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

〇 奄美市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 
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〇 奄美市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

〇 奄美市農業集落排水処理施設条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

ウ その他 

〇 財産の取得について 

 

⑵ 可決された発議 

〇 発議第４号 ゆたかな学びの実現・教職員定数改善，義務教育費国庫負担制度の

負担率の引上げに係る意見書の提出について 

 

⑶ 請願・陳情関係 

〔採  択〕 

〇 陳情第３号 ゆたかな学びの実現・教職員定数改善，義務教育費国庫負担制度の

負担率の引上げをはかるための，2026 年度政府予算に係る意見

書採択の陳情について 

（前定例会からの継続） 

〇 陳情第８号 景観審議会への地元集落住民意見の反映を求める陳情書                

 

〔撤回承認〕 

〇 陳情第４号 「カリキュラム・オーバーロード」の改善を求める意見書採択の陳

情について 

（前定例会からの継続） 

 

 

◎ 第 4 回定例会 令和７年１２月９日～１２月２４日（１６日間） 

 

⑴ 報告・議案 《承認・議決（可決された議案）》 

ア 予算関係 

〇 令和７年度補正予算（一般会計（第５・６号）・特別会計５件・水道事業会計２

件・下水道事業会計） 

 

イ 条例関係 

〇 名瀬市，大島郡住用村及び同郡笠利町の廃置分合に伴う地域自治区の設置に関す

る協議により定められた事項を変更する条例の制定について 

〇 奄美市財産の交換，譲与，無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

〇 奄美市希少野生動植物の保護に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 
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〇 奄美市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定に

ついて 

〇 奄美市長及び副市長の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

〇 奄美市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〇 奄美市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

ウ 人事関係 

〇 監査委員の任命について 

瀧 真一郎 氏 

〇 教育委員会委員の任命について 

荒田 朋寿 氏 

 

エ 指定管理関係 

〇 奄美市木工工芸センター施設の指定管理者の指定について 

〇 奄美市市民交流センター及び奄美市名瀬公民館の指定管理者の指定について 

〇 奄美市奄美振興会館の指定管理者の指定について 

 

オ その他 

〇 工事請負契約の締結について（３件） 

 

⑵ 可決された発議 

〇 発議第５号 奄美市血液供給体制に関する意見書の提出について 

〇 発議第６号 離島地域の奄美看護福祉専門学校存続に関する国への支援を求め

る意見書の提出について 

 

⑶ 請願・陳情関係 

〔採  択〕 

〇 請願第１号 奄美市血液供給体制に関する請願 

〇 請願第２号 離島地域の奄美看護福祉専門学校存続に関する国への支援を求め

る請願 
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◎ 委員会  

 

 ⑴ 常任委員会（文教厚生委員会・産業建設委員会・総務企画委員会） 

  ア 議案審査 

・各定例会において，各委員会に付託された所管の議案を審査して，その結果を本会

議に報告した。 

   

  イ 所管事務調査 

・総務企画委員会 

調査期間 令和７年５月１２日～１５日 

調査場所 ①千葉県芝山町，②匝瑳市，③東京都八王子市 

参加委員 栄ヤスエ・朝木一仁・奥輝人・奥晃郎・帶屋誠二・瀧真一郎・ 

正野卓矢 

調査目的 ①地域間交流（空港で結ぶ友好都市）の取組みについて（千葉県芝

山町） 

②脱炭素先行地域の取組みについて（千葉県匝瑳市） 

③全庁業務量調査・BPR 等の取り組みについて 

調査報告  芝山町では，「空港で結ぶ友好都市の取組み」について，先ず，奄美

市の「友好都市交流促進事業」を活用し修学旅行で初めて芝山町を訪

れた金久中学校の生徒と芝山町立芝山中学校との交流会を視察した。

視察後は，芝山町議会議員との意見交換会も行われ，調査を通して，

友好都市締結による取り組みやこれまでの交流の様子を確認するこ

とができ，交流発展に向けてのお互いの理解を深めることができた。 

匝瑳市では，「脱炭素先行地域に係る計画とソーラーシェアリング

の取組み」について，環境省の脱炭素先行地域に選定された「匝瑳市

の脱炭素に向けた取組」をゼロカーボン推進課職員より，「農業と地

域を支え共に歩むソーラーシェアリング」について発電事業を行う

匝瑳みらい株式会社 代表取締役 椿 茂雄様よりご説明いただき

ました。市においても自然エネルギーを活用した地域振興を検討す

るうえで貴重な知見を得ることができました。 

八王子市では，「八王子市におけるＢＰＲ取組の変遷」として経営

改革課職員よりＢＰＲの必要性や取組みの変遷，調査の概要とそれ

を踏まえたアクションについてご説明をいただきました。総合計画

の方針の一つ「スマート市役所」を実現するための経営計画に「職員

がコア業務に注力できる環境づくり」を掲げ，全庁業務量調査結果

に基づく課ごとの業務改善カルテを活用した「全庁ＢＰＲの推進」

として，組織横断の改革取組みと部署ごとの改善取組を両輪として

活動しているとのこと。奄美市で取り組む全庁業務量調査で目指す

べき効果について明確化することができました。 



- 7 - 
 

 

・文教厚生委員会 

調査期間 令和７年 5 月 2６日～2９日 

調査場所 ①京都府亀岡市役所，②兵庫県西宮市こども未来センター， 

③人と防災未来センター（兵庫県神戸市）  

参加委員 竹山耕平・幸多拓磨・西忠男・大庭梨香・前田要・伊東隆吉 

調査目的 ①プラスチックごみゼロ宣言について（亀岡市役所） 

②こども未来センターの運営について（こども未来センター） 

③人と防災未来センターについて（人と防災未来センター） 

調査報告 ①亀岡市では，2020 年 3 月 24 日「亀岡市プラスチック制レジ袋

の提供禁止に関する条例」が可決され，2021 年 1 月 1 日条例施行

となるまでの長い道のりに対し，多くの市民や地元企業，そして世界

の企業が賛同している。本市においても今回の視察を活かす機会を

作っていきたい。 

②西宮市の子ども未来センターは，医療・福祉・教育の連携による総

合支援の先進モデルであり，子どもと家庭に寄り添った丁寧な支援

体制が構築されている。登校支援や親子療育の仕組みも含め，本市で

も導入検討の余地があると考えられる。 

③人と防災未来センターは，1995 年 1 月 17 日に発生した阪神淡

路大震災の教訓を未来に生かすために，災害を学び，防災・減災につ

いて考えることができる，世界的な拠点施設となることを目的に創

設されており，災害発災後 30 年を迎え，これまでとこれから（未

来）にむけた様々な取り組みが開催・展示されている。奄美市におい

ても，台風常襲地帯，2020 年の豪雨災害を教訓として，また，南

海トラフ地震等への備えとして，この防災カリキュラムを参考に学

校や福祉関連施設等へ取り入れ，関係機関との協力と連携が図られ

る取り組みに力を入れ，子どもたちや地域の高齢者，災害弱者の安全

安心を守る取り組みの充実を図るべきと感じた。 

 

 

・産業建設委員会 

調査期間 令和７年 5 月２６日～２９日 

調査場所 ①愛知県刈谷市役所，②愛知県名古屋市，③愛知県豊田市 

参加委員 弓削洋平・泉義昭・叶幸治・盛剛・永田清裕・多田義一・与勝広 

調査目的 ①刈谷市スマートシティの取組について（刈谷市役所） 

②観光戦略：インバウンド対応について（名古屋市役所） 

③衛星画像を活用した漏水調査について（豊田市役所） 

調査報告 ①刈谷市では，人口減少や，複雑化・多様化する課題等に対応し，未

来へ持続可能なまちとするため，「子どもの未来」と「将来への備え」
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をスマートシティのテーマとして，先端技術を活用して暮らしの質

と将来の安心を向上させることを目指している。産学官の共創エコ

システムを構築し，課題解決・ビジネス創出・人材育成を促進してい

る。分野横断的に多様な実証実験を行い，社会実装に至ったケースも

ある。本市においても，ＩＣＴ等の先端技術を活用した持続可能なま

ちづくりが喫緊の課題であることから，刈谷市のスマートシティの

取組から，離島特有の課題可決に向けた取組みの参考としたい。 

②名古屋市では，観光協会が実働部隊として，名古屋市からの観光計

画や方向性を基に多数の取組を行っており，双方の密な連携が名古

屋市の観光を支えている。また中部圏の観光地への周遊拠点となる

高いハブ機能を有している特徴をいかし，広域連携にも積極的に取

り組み，中部圏での周遊を促し，結果として名古屋市での滞在時間増

を促進している。ＭＩＣＥ（企業会議・研修，研修旅行，学術会議等，

展示会等）のイベント誘致の取組については，海外での商談会に積極

的に赴きＰＲ活動をし，ＭＩＣＥ開催に至っているケースも多い。本

市においてもインバウンド観光客は増加傾向にあるが，今後ますま

すの観光の発展のために，観光協会や関連業界とのさらなる連携強

化を図るべきと感じた。ＭＩＣＥについては導入検討の余地がある

と考えられる。 

③豊田市の「衛星画像を活用した漏水調査」の取組は，令和５年度の

Ｄｉｇｉ田甲子園にて金賞を受賞した先進的なものである。衛星画

像を活用した調査により，漏水エリア特定診断では，既存の方法に比

べ，調査期間，費用ともに１/10，また漏水リスク評価においては，

調査期間，費用ともに 1/30 の削減効果があったとのこと。本市に

おいても水道管の老朽化対策は喫緊の課題であることから，豊田市

のデジタル技術を活用した取組を参考としたい。 

 

 ⑵ 特別委員会 

・予算等審査特別委員会 

令和７年第 1 回定例会において，令和７年度一般会計予算及び特別会計予算（７

件）並びに水道事業会計予算，下水道事業会計予算を審査し，いずれも可決すべき

ものであることを本会議に報告した。 

 

・決算等審査特別委員会 

令和７年第３回定例会において，令和６年度一般会計歳入歳出決算，各特別会計

歳入歳出決算（７件），水道事業会計並びに下水道事業会計利益処分及び決算を審

査し，いずれも認定及び可決すべきものであることを本会議に報告した。 

 

・議員定数・報酬等特別委員会 
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令和６年１２月から令和８年１月までに計７回の会議と１回の研修会を開催し

たほか，令和 7 年９月から 10 月にかけて市民アンケートを実施した。 

今後は，議員間での意見集約や有識者による「報酬審議会」の開催・答申を経て，

令和８年第２回定例会を目途に条例改正議案を提出する予定。 
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Ⅱ 議会の概要 

１ 議会構成 

・議 長 多田 義一（無所属）      （令和７年 1２月９日選出） 

・副議長 栄 ヤスエ（公明党）      （令和７年 1２月９日選出） 

 

（１）議員定数 

条例定数：22 人 

※平成 30 年７月に定数を 22 人に改正し，令和元年 11 月 20 日から適用 

 

現 員 数：22 人（令和８年２月１日現在）  

 

 

 

（２）委員会（◎：委員長，○：副委員長）          （Ｒ８.2.1 現在） 

常  任  委  員  会 

総務企画委員会 文教厚生委員会 産業建設委員会 

◎帶屋 誠二（無 所 属） ◎幸多 拓磨（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） ◎泉  義昭（無 所 属） 

○大庭 梨香（公 明 党） ○与  勝広（公 明 党） ○伊東 隆吉（自民党新政会） 

瀧 真一郎（無 所 属）  朝木 一仁（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美）  西  忠男（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） 

弓削 洋平（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） 﨑田 信正（日本共産党）  正野 卓矢（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） 

 盛    剛（無 所 属） 奥  輝人（無 所 属）  叶  幸治（公 明 党） 

 永田 清裕（自民党新政会） 竹山 耕平（自民党新政会） 前田   要（無 所 属） 

多田 義一（無 所 属） 川口 幸義（自民党新政会） 栄 ヤスエ（公 明 党） 

奥  晃郎（自民党新政会）    

 

 

議 会 運 営 委 員 会 

◎永田 清裕（自民党新政会） ○叶  幸治（公 明 党） 瀧 真一郎（無 所 属） 

正野 卓矢（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） 﨑田 信正（日本共産党）  奥  輝人（無 所 属） 

 

 

議会だより編集委員会 

◎﨑田 信正（日本共産党） ○西  忠男（ﾁｬﾚﾝｼﾞ奄美） 帶屋 誠二（無 所 属） 

叶  幸治（公 明 党）  盛    剛（無 所 属）  伊東 隆吉（自民党新政会） 
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                               （R８.2.１現在） 
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（４）党派・会派別構成            （５）年齢別議員数 

党・会派等の名称 人 数 

日 本 共 産 党    １ 

自 民 党 新 政 会    ５ 

公 明 党    ４ 

チ ャ レ ン ジ 奄 美    ５ 

無 所 属    7 

  

  

計 ２２ 

※最年少３2 歳，最年長８4 歳，平均年齢 60.０歳 

 

２ 議会運営の主な申合せ事項 

（１）正・副議長の任期            

正・副議長    ※２年が慣例となっております。 

  

（２）本 会 議      

一般質問： ６０分以内  （答弁含む。） 

質問回数： 一問一答方式 （制限無し。） 

  

（３）請願・陳情  

○ 請願・陳情は，議会招集告示日の午後５時までに受理したものをその定例会で審

議する。（ただし，議長が緊急を要すると認める場合は，議会運営委員会に諮り，取

扱いを決定する。） 

○ 陳情等は次の各号のすべてに該当するものについては，請願書の例により処理す

るものとする。 

ア 本市に住所を有する者から提出されたものであること。 

イ 陳情等の趣旨が本市又は本市議会の権限に属する事項であること。 

ウ 陳情等の趣旨が公益的性格を有するものであること。 

※陳情等のうち上記により処理するもの以外は，議員全員に写しを配布するにとど

めるものとする。また，上記のほか，必要と認められる事項に関しては取扱基準に

基づき，議会運営委員会に諮り処理するものとする。 

 

 

  

年齢別 議員数 

30～39 歳 ２ 

40～49 歳 1 

50～59 歳 6 

60～69 歳 9 

70 歳～ ４ 

計 ２２ 
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３ 報酬，費用弁償等 

（１）報酬                              (R８.２.１現在) 

職 名 月 額 期末手当（夏季） 期末手当（冬季） 

議     長  420,000 円 845,250 円 845,250 円 

副   議   長  349,000 円 702,362 円 702,362 円 

常 任 委 員 長 331,000 円 666,137 円 666,137 円 

議 会 運 営 委 員 長 331,000 円 666,137 円 666,137 円 

議     員  321,000 円 646,012 円 646,012 円 

市 長    820,000 円 1,650,250 円 1,650,250 円 

副 市 長   640,000 円 1,288,000 円 1,288,000 円 

教 育 長 600,000 円 1,207,500 円 1,207,500 円 

    

（２）費用弁償等 

○ 費 用 弁 償  平成 24 年３月 26 日,議員の報酬及び費用弁償等に関する条例 

の改正案を可決し，議員の議会出席日当（2,000 円）が廃止された。 

○ 旅   費  所管事務調査旅費は，平成 26 年度から１人 200,000 円以内 

 

○ 政務活動費 １人当たり 月 22,500 円［平成 23 年 12 月分から適用］ 

（政務活動費：地方自治法第 100 条第 14 項の規定及び条例に基づ 

き，議員の調査研究に資するため，その経費の一部として会派又は議 

員に交付することができる。） 

 

 

４ 議会事務局 

（１）事務局機構 

庶務係（２人） 

局 長  →  次 長      議事係（２人） 

調査係（１人）（次長兼務） 

（２）議会刊行物 

会 議 録  Ａ４  各８０冊     （反訳及び編集・製本は委託） 

 議会だより  年４回，２２，４００部発行 （印刷・製本は委託） 
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５ 令和６年度政務活動費活用状況 

 議員１人当たり２７万円（月額２万２，５００円×１２か月分）が交付されました。 

 全体交付申請額５９４万円のうち４０２万円（６８％）を、奄美市議会議員としての調

査研究等のために活用しました。 

朝木　一仁 31,150 28,600 30,804 90,554 90,554 179,446

西　忠男 31,150 41,350 10,703 83,203 83,203 186,797

帶屋　誠二 57,050 57,050 57,050 212,950

瀧　真一郎 62,587 3,215 10,340 76,142 76,142 193,858

正野　卓矢 31,150 71,400 74,200 2,200 178,950 178,950 91,050

弓削　洋平 25,020 28,600 25,819 23,793 103,232 103,232 166,768

幸多　拓磨 15,150 9,361 46,162 192,000 262,673 262,673 7,327

大庭　梨香 27,795 145,540 18,920 192,255 192,255 77,745

叶　幸治 27,795 118,602 146,397 146,397 123,603

盛　剛 227,507 84,990 312,497 270,000 0

前田　要 103,864 103,864 103,864 166,136

泉　義昭 54,750 175,171 62,890 6,380 299,191 270,000 0

永田　清裕 185,840 68,899 11,700 266,439 266,439 3,561

日本共産党 56,026 228,000 284,026 270,000 0

奥   輝人 153,046 8,566 12,467 174,079 174,079 95,921

多田  義一 293,500 293,500 270,000 0

栄　ヤスエ 27,795 97,182 33,000 157,977 157,977 112,023

与   勝広 27,795 9,000 23,700 60,495 60,495 209,505

奥   晃郎 57,050 144,000 4,692 205,742 205,742 64,258

伊東  隆吉 117,950 61,700 6,118 62,200 247,968 247,968 22,032

竹山　耕平 211,025 45,400 53,700 310,125 270,000 0

川口　幸義 203,261 21,111 39,430 263,802 263,802 6,198

総　計 1,640,859 71,400 832,292 0 107,100 62,890 665,682 369,938 0 420,000 4,170,161 4,020,822 1,919,178

構　成　比 39.3% 1.7% 20.0% 0.0% 2.6% 1.5% 16.0% 8.9% 0.0% 10.1% 100.0%

（単位：円）

項　目

〈　支　出　額　の　使　途　〉

支出額の
合計

政務活動
費の
支出額

市への
返還金調　査

研究費
研修費 広報費 公聴費

※端数処理の関係で、構成比等の合計が一致しない場合があります。

要請
陳情

活動費
会議費

資　料
作成費

資　料
購入費

人件費 事務所費

 
 

※ 政務活動費とは，奄美市議会議員の調査研究その他の活動に資するため，必要な経

費の一部として交付されるものです。 
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Ⅲ 資料編 

○ 市 勢 

１ 市 制 施 行 

・奄美市制施行  平成 18 年３月 20 日（名瀬市・住用村・笠利町，3 市町村合併） 

 

２ 人 口 等                  （R７.12.31 住民基本台帳） 

※ 平成 24 年 7 月から住民基本台帳人口には，外国人を含みます。 

(合併時は，平成 18 年３月末) 

 

３ 面     積     308.33ｋ㎡  

 

４ 人  口  密  度         128.6／ｋ㎡  

     

５ 産業別就業者数 

                                               （令和 2 年国勢調査） 

産 業 分 類  就 業 者 数（人）   割 合 （％） 

第１次産業 741 3.7 

第２次産業 2,698 13.6 

第３次産業 16,341 82.1 

分類不能 117 0.6 

計 19,897 100.0 

                                

６ 都 市 宣 言 

 〇 交通安全都市     （昭和 38 年５月 29 日） 

 〇 健康都市       （昭和 41 年６月 18 日） 

 〇 伝統産業振興モデル都市（昭和 46 年６月 16 日） 

 〇 暴力追放都市     （昭和 51 年 10 月５日） 

地 域 
世帯数 

（合併時） 

人口 
合併時からの

人口増減 男 女 
計 

（合併時） 

名 瀬 
19,449  

（19,562） 
16,091 17,335 

33,426  

（40,478） 
△7,052 

住 用 
702  

（863） 
507 532 

1,039  

（1,804） 
△765 

笠 利 
3,090  

（3,093） 
2,499 2,672 

5,171  

（6,939） 
△1,768 

計 
23,241  

（23,518） 
19,097 20,539 

39,636  

（49,221） 
△9,585 
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 〇 選挙の浄化宣言都市  （昭和 58 年３月 25 日） 

〇 非核・平和都市    （平成 18 年 6 月 23 日） 

 

７ 友好都市及び姉妹都市 

○ 兵庫県西宮市             （友好都市：昭和56年１月31日） 

○ アメリカテキサス州ナカドウチェス市 （姉妹都市：平成７年４月26日） 

○ 大阪府豊中市             （友好都市：平成24年２月６日） 

○ 千葉県芝山町            （友好都市：令和６年７月１日） 

 

８ 交 流 事 業 

○ 群馬県みなかみ町  （平成 13 年～） 

 

９ 職員数の推移 

項 目      年 度 H18 R3 R４ R５ R６ R7 

年 度 当 初 職 員 数 714 605 610 602 605 ５９３ 

※平成 18 年度比較△121 
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〇 奄美市の市章 

 

奄美市のイニシャルである A をモチーフとし，奄美の豊かな  

自然と共生する市民の姿を表現しました。 

また，赤い丸は奄美の恵みの太陽を表しています。 

 

〇 奄美市の市木（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

リュウキュウマツ，ガジュマル 

〇 奄美市の市花等（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

シャリンバイ，ハイビスカス，ヒカゲヘゴ（その他植物） 

〇 奄美市民憲章（平成 19 年 3 月 20 日制定） 

誇りある奄美市民の幸福と前進のために 

1 わたしたち奄美市民は，きまりを守り住みよいまちをつくります。 

2 わたしたち奄美市民は，助け合いぬくもりのあるまちをつくります。 

3 わたしたち奄美市民は，健康で明るいまちをつくります。 

4 わたしたち奄美市民は，教養を高め伸びゆくまちをつくります。 

5 わたしたち奄美市民は，よく働き豊かなまちをつくります。 
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  令和７年度各会計予算 

 

（単位：千円）

令和７年度
当初予算

令和６年度
当初予算

比較

① ② ①－②

34,986,473 32,182,691 2,803,782 8.7%

5,305,778 5,223,435 82,343 1.6%

313,155 313,140 15 0.0%

677,815 671,013 6,802 1.0%

5,309,508 5,199,812 109,696 2.1%

32,640 30,457 2,183 7.2%

35,034 33,204 1,830 5.5%

5,616 5,299 317 6.0%

11,679,546 11,476,360 203,186 1.8%

46,666,019 43,659,051 3,006,968 6.9%

令和７年度
当初予算

Ⅰ

令和６年度
当初予算

Ⅱ

比較
Ⅰ－Ⅱ

対前年度
伸率

収 益 的 収 入 1,273,065 1,255,430 17,635 1.4%

収 益 的 支 出 ① 1,254,980 1,239,196 15,784 1.3%

資 本 的 収 入 260,950 305,100 △ 44,150 △ 14.5%

資 本 的 支 出 ② 1,349,326 1,092,784 256,542 23.5%

合計 ①+② 2,604,306 2,331,980 272,326 11.7%

令和７年度
当初予算

Ⅰ

令和６年度
当初予算

Ⅱ

比較
Ⅰ－Ⅱ

対前年度
伸率

収 益 的 収 入 1,767,741 1,763,485 4,256 0.2%

収 益 的 支 出 ① 1,485,353 1,462,788 22,565 1.5%

資 本 的 収 入 920,494 969,380 △ 48,886 △ 5.0%

資 本 的 支 出 ② 1,681,637 1,727,664 △ 46,027 △ 2.7%

合計 ①+② 3,166,990 3,190,452 △ 23,462 △ 0.7%

令和７年度
当初予算

令和６年度
当初予算

比較

繰出会計 Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

国 民 健 康 保 険 事 業 一般会計 505,325 522,819 △ 17,494 △ 3.3%

一般会計 41,613 45,466 △ 3,853 △ 8.5%

国保会計 14,615 8,279 6,336 76.5%

後 期 高 齢 者 医 療 一般会計 205,347 206,359 △ 1,012 △ 0.5%

介 護 保 険 事 業 一般会計 968,625 959,853 8,772 0.9%

と 畜 場 一般会計 23,497 20,172 3,325 16.5%

水 道 事 業 一般会計 163,518 156,757 6,761 4.3%

下 水 道 事 業 一般会計 660,000 660,000 0 0.0%

2,582,540 2,579,705 2,835 0.1%

49,854,775 46,601,778 3,252,997 7.0%

52,437,315 49,181,483 3,255,832 6.6%

対前年度
伸率

繰
入
金
・
負
担
金
等

国民健康保険直営診療施設

一 般 ＋ 特 別 ＋ 水 道 ＋ 下 水 道 の 純 計

合計

会計名

一 般 ＋ 特 別 ＋ 水 道 ＋ 下 水 道 の 合 計

一般・特別会計　合計

会計名

水
道
事
業

会計名

下
水
道
事
業

会計名

対前年度
伸率

一 般 会 計

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 直 営 診 療 施 設

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

訪 問 看 護

と 畜 場

交 通 災 害 共 済

特別会計　合計
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令和７年度 奄美市一般会計予算 

 

※ 四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。   

依存財源
78.5%

自主財源
21.5%

地方交付税
37.5%

13,096,433 

国庫支出金
21.8%

7,645,380 

市債
8.8%

3,071,600 

県支出金
6.7%

2,342,081 

その他(依存財源)
3.7%

1,312,009 

市税11.9%
4,157,043 

繰入金4.9%
1,723,289 

諸収入0.9%
332,477 

使用料及び手数料1.4%
478,048 

その他(自主財源)2.4%
828,113 

歳 入
34,986,473千円

義務的経費
60.0%

投資的経費
11.4%

その他経費
28.6%

扶助費29.8%
10,444,203

人件費16.3%
5,710,079公債費13.9%

4,846,996

普通建設事業費11.3%
3,945,727

災害復旧費0.1%
49,048

補助費等8.9% 

3,134,253

物件費10.0%
3,494,667

繰出金5.0%
1,744,454

投資及び出資金2.3%
808,376

維持補修費0.6%
209,857

積立金1.6%
552,813

その他0.2%
46,000 

歳 出
34,986,473千円
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令和７年度 奄美市一般会計歳入概要分析（予算） 

 

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

市税 4,157,043 11.9% 3,903,691 12.1% 253,352 6.5%

地方譲与税 197,223 0.6% 196,094 0.6% 1,129 0.6%

利子割交付金 1,171 0.0% 1,025 0.0% 146 14.2%

配当割交付金 10,035 0.0% 8,381 0.0% 1,654 19.7%

株式等譲渡所得割交付金 6,877 0.0% 3,565 0.0% 3,312 92.9%

法人事業税交付金 66,188 0.2% 53,221 0.2% 12,967 24.4%

地方消費税交付金 986,119 2.9% 959,006 3.0% 27,113 2.8%

ゴルフ場利用税交付金 7,659 0.0% 6,916 0.0% 743 10.7%

環境性能割交付金 8,317 0.0% 7,732 0.0% 585 7.6%

地方特例交付金 15,531 0.0% 178,319 0.6% △ 162,788 △ 91.3%

地方交付税 13,096,433 37.5% 12,612,640 39.2% 483,793 3.8%

国有提供施設等所在市町村助成交付金 10,000 0.0% 10,000 0.0% 0 0.0%

交通安全対策特別交付金 2,889 0.0% 3,011 0.0% △ 122 △ 4.1%

合計 18,565,485 53.1% 17,943,601 55.8% 621,884 3.5%

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

市税 4,157,043 11.9% 3,903,691 12.1% 253,352 6.5%

分担金及び負担金 126,715 0.4% 120,762 0.4% 5,953 4.9%

使用料及び手数料 478,048 1.4% 478,262 1.5% △ 214 △ 0.0%

財産収入 244,048 0.7% 261,785 0.8% △ 17,737 △ 6.8%

繰入金 1,723,289 4.9% 1,358,615 4.2% 364,674 26.8%

繰越金 200,000 0.6% 200,000 0.6% 0 0.0%

諸収入 332,477 0.9% 376,223 1.2% △ 43,746 △ 11.6%

寄附金 257,350 0.7% 255,150 0.8% 2,200 0.9%

合計 7,518,970 21.5% 6,954,488 21.6% 564,482 8.1%

地方譲与税 197,223 0.6% 196,094 0.6% 1,129 0.6%

利子割交付金 1,171 0.0% 1,025 0.0% 146 14.2%

配当割交付金 10,035 0.0% 8,381 0.0% 1,654 19.7%

株式等譲渡所得割交付金 6,877 0.0% 3,565 0.0% 3,312 92.9%

法人事業税交付金 66,188 0.2% 53,221 0.2% 12,967 24.4%

地方消費税交付金 986,119 2.9% 959,006 3.0% 27,113 2.8%

ゴルフ場利用税交付金 7,659 0.0% 6,916 0.0% 743 10.7%

環境性能割交付金 8,317 0.0% 7,732 0.0% 585 7.6%

地方特例交付金 15,531 0.0% 178,319 0.6% △ 162,788 △ 91.3%

地方交付税 13,096,433 37.5% 12,612,640 39.2% 483,793 3.8%

国有提供施設等所在市町村助成交付金 10,000 0.0% 10,000 0.0% 0 0.0%

交通安全対策特別交付金 2,889 0.0% 3,011 0.0% △ 122 △ 4.1%

国庫支出金 7,645,380 21.8% 6,590,437 20.5% 1,054,943 16.0%

県支出金 2,342,081 6.7% 2,237,856 7.0% 104,225 4.7%

市債 3,071,600 8.8% 2,360,000 7.3% 711,600 30.2%

合計 27,467,503 78.5% 25,228,203 78.4% 2,239,300 8.9%

34,986,473 100.0% 32,182,691 100.0% 2,803,782 8.7%

（単位：千円）

歳入区分
令和７年度当初 令和６年度当初 対前年度比較

依
存
財
源

歳入総額

※構成比については，四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。

経
常
一
般
収
入

歳入区分
令和７年度当初 令和６年度当初 対前年度比較

自
主
財
源
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令和７年度 奄美市一般会計歳出概要分析（予算） 

 

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

人件費 5,710,079 16.3% 5,390,885 16.8% 319,194 5.9%

扶助費 10,444,203 29.8% 9,878,542 30.7% 565,661 5.7%

公債費 4,846,996 13.9% 4,745,977 14.7% 101,019 2.1%

合計 21,001,278 60.0% 20,015,404 62.2% 985,874 4.9%

普通建設事業費 3,945,727 11.3% 3,109,129 9.7% 836,598 26.9%

災害復旧費 49,048 0.1% 48,940 0.1% 108 0.2%

合計 3,994,775 11.4% 3,158,069 9.8% 836,706 26.5%

物件費 3,494,667 10.0% 2,984,806 9.3% 509,861 17.1%

維持補修費 209,857 0.6% 193,013 0.5% 16,844 8.7%

補助費等 3,134,253 8.9% 2,987,300 9.3% 146,953 4.9%

投資及び出資金 808,376 2.3% 803,265 2.5% 5,111 0.6%

積立金 552,813 1.6% 238,095 0.7% 314,718 132.2%

貸付金 26,000 0.1% 28,000 0.1% △ 2,000 △ 7.1%

繰出金 1,744,454 5.0% 1,754,739 5.5% △ 10,285 △ 0.6%

予備費 20,000 0.1% 20,000 0.1% 0 0.0%

合計 9,990,420 28.6% 9,009,218 28.0% 981,202 10.9%

34,986,473 100.0% 32,182,691 100.0% 2,803,782 8.7%

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
経
費

歳出総額

※構成比については，四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。

（単位：千円）

歳出区分

令和７年度当初 令和６年度当初 対前年度比較
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令和６年度 奄美市普通会計決算 

 

 

 

 

 
※ 四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。 

 

歳 入

37,296,037千円

依存財源
75.6％

自主財源
24.4％

地方交付税37.4％
13,944,393

国庫支出金21.9％

8,182,814

市債5.2％
1,951,076

県支出金6.7％
2,484,773

各種交付金3.8％
1,422,505

市税11.4％
4,235,211

使用料及び手数料1.3％

494,040

繰入金2.2％

832,995

繰越金5.0％

1,872,146
その他4.5％

1,667,873

地方譲与税0.6％
208,211

歳 出

35,586,999千円

義務的経費
58.8％投資的経費

8.3％

その他経費
32.9％

扶助費30.4％
10,796,352

人件費15.1％
5,371,679

公債費13.3％
4,742,738

普通建設事業費7.1％

2,522,426

災害復旧事業費1.2％

431,457

補助費等9.3％

3,310,487

繰出金6.1％

2,189,932

物件費8.1％

2,872,476

投資及び出資金0.5％ 171,532

維持補修費0.7％

259,434
貸付金0.1％ 27,000

積立金8.1％

2,891,486
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令和６年度 奄美市普通会計歳入概要分析（決算） 

 

 

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

市税 4,235,211 11.4% 4,316,505 11.8% △ 81,294 △ 1.9%

地方譲与税 208,211 0.6% 205,969 0.6% 2,242 1.1%

利子割交付金 1,882 0.0% 1,322 0.0% 560 42.4%

配当割交付金 21,545 0.1% 15,450 0.0% 6,095 39.4%

株式等譲渡所得割交付金 30,072 0.1% 18,857 0.1% 11,215 59.5%

法人事業税交付金 77,084 0.2% 67,301 0.2% 9,783 14.5%

地方消費税交付金 1,068,949 2.9% 1,031,593 2.9% 37,356 3.6%

ゴルフ場利用税交付金 8,664 0.0% 9,036 0.0% △ 372 △ 4.1%

環境性能割交付金 14,590 0.0% 12,967 0.0% 1,623 12.5%

地方特例交付金 179,919 0.5% 20,821 0.1% 159,098 764.1%

地方交付税 13,944,393 37.4% 13,504,567 36.9% 439,826 3.3%

交通安全対策特別交付金 3,011 0.0% 3,257 0.0% △ 246 △ 7.6%

国有提供施設等所在市町村助成交付金 16,789 0.0% 16,714 0.0% 75 0.4%

合計 19,810,320 53.2% 19,224,359 52.6% 585,961 3.0%

（単位：千円）

歳入区分

令和６年度決算 令和５年度決算 対前年度比較

経
常
一
般
収
入

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

市税 4,235,211 11.4% 4,316,505 11.8% △ 81,294 △ 1.9%

分担金及び負担金 124,104 0.3% 123,058 0.3% 1,046 0.9%

使用料及び手数料 494,040 1.3% 512,852 1.4% △ 18,812 △ 3.7%

財産収入 633,842 1.7% 920,160 2.5% △ 286,318 △ 31.1%

寄附金 350,389 0.9% 338,460 0.9% 11,929 3.5%

繰入金 832,995 2.2% 1,774,518 4.8% △ 941,523 △ 53.1%

繰越金 1,872,146 5.0% 1,131,272 3.1% 740,874 65.5%

諸収入 559,538 1.6% 488,694 1.3% 70,844 14.5%

合計 9,102,265 24.4% 9,605,519 26.1% △ 503,254 △ 5.2%

地方譲与税 208,211 0.6% 205,969 0.6% 2,242 1.1%

利子割交付金 1,882 0.0% 1,322 0.0% 560 42.4%

配当割交付金 21,545 0.1% 15,450 0.0% 6,095 39.4%

株式等譲渡所得割交付金 30,072 0.1% 18,857 0.1% 11,215 59.5%

法人事業税交付金 77,084 0.2% 67,301 0.2% 9,783 14.5%

地方消費税交付金 1,068,949 2.9% 1,031,593 2.9% 37,356 3.6%

ゴルフ場利用税交付金 8,664 0.0% 9,036 0.0% △ 372 △ 4.1%

環境性能割交付金 14,590 0.0% 12,967 0.0% 1,623 12.5%

地方特例交付金 179,919 0.5% 20,821 0.1% 159,098 764.1%

地方交付税 13,944,393 37.4% 13,504,567 36.9% 439,826 3.3%

交通安全対策特別交付金 3,011 0.0% 3,257 0.0% △ 246 △ 7.6%

国庫支出金 8,182,814 21.9% 7,773,715 21.2% 409,099 5.3%

県支出金 2,484,773 6.7% 2,332,282 6.4% 152,491 6.5%

市債 1,951,076 5.2% 2,012,426 5.5% △ 61,350 △ 3.0%

国有提供施設等所在市町村助成交付金 16,789 0.0% 16,714 0.0% 75 0.4%

合計 28,193,772 75.6% 27,026,277 73.9% 1,167,495 4.3%

37,296,037 100.0% 36,631,796 100.0% 664,241 1.8%

歳入区分

令和６年度決算 令和５年度決算 対前年度比較

自
主
財
源

依
存
財
源

歳入総額

※構成比については，四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。
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令和 6 年度 奄美市普通会計歳出概要分析（決算） 

 

金額 構成比％ 金額 構成比％ 増減 伸率％

人件費 5,371,679 15.1% 5,034,679 14.5% 337,000 6.7%

扶助費 10,796,352 30.4% 10,962,246 31.5% △ 165,894 △ 1.5%

公債費 4,742,738 13.3% 4,623,539 13.3% 119,199 2.6%

合計 20,910,769 58.8% 20,620,464 59.3% 290,305 1.4%

普通建設事業費 2,522,426 7.1% 2,307,381 6.6% 215,045 9.3%

災害復旧事業費 431,457 1.2% 258,837 0.8% 172,620 66.7%

合計 2,953,883 8.3% 2,566,218 7.4% 387,665 15.1%

物件費 2,872,476 8.1% 2,860,817 8.2% 11,659 0.4%

維持補修費 259,434 0.7% 242,525 0.7% 16,909 7.0%

補助費等 3,310,487 9.3% 3,487,129 10.0% △ 176,642 △ 5.1%

投資及び出資金 171,532 0.5% 283,398 0.8% △ 111,866 △ 39.5%

積立金 2,891,486 8.1% 2,389,576 6.9% 501,910 21.0%

貸付金 27,000 0.1% 28,000 0.1% △ 1,000 △ 3.6%

繰出金 2,189,932 6.1% 2,281,523 6.6% △ 91,591 △ 4.0%

合計 11,722,347 32.9% 11,572,968 33.3% 149,379 1.3%

35,586,999 100.0% 34,759,650 100.0% 827,349 2.4%

（単位：千円）

歳出区分

令和６年度決算 令和５年度決算 対前年度比較

義務的経費

投資的経費

その他経費

歳出総額

※構成比については，四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。
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令和６年度 奄美市一般会計決算状況  
 

 
 
 

  

※四捨五入の関係で合計等と一致しない場合がある。 

自主財源 
依存財源 

総務費▶住⺠登録・統計調
査・課税徴収・選挙・庁舎
の管理など市の総括的事務 
⺠⽣費▶高齢者福祉や子ども

の保育費，生活保護など市
⺠福祉全般の事務・事業 
衛⽣費▶健康で安全な生活の

ための保険衛生やごみ処理
など 
農林水産業費▶農林業・水産

業の振興 
商工費▶大島紬や観光振興な

ど商工業振興 
土木費▶道路・港湾・市営住

宅などの整備や維持管理 
消防費▶消防本部や消防団な

どの消防・救急活動 
教育費▶小中学校の運営・整

備や公⺠館活動など教育全
般の事務・事業 
公債費▶過去に借り入れた債

務の支払 
災害復旧費▶公共施設等の災

害復旧 
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令和６年度 奄美市特別会計決算状況 

 

特定の事業を行うために経理を他の会計と区別しています。 

 

 

令和６年度 奄美市水道事業会計決算状況 

 

水道事業を行うために経理を他の会計と区別しています。 

※四捨五入の関係で計の数値，率（％）が合わない場合があります。  
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令和６年度 奄美市下水道事業会計決算状況 

下水道事業を行うために経理を他の会計と区別しています。 

  
※四捨五入の関係で計の数値，率（％）が合わない場合があります。 

 

令和６年度普通会計決算総括表

 

（単位：千円，％）

当　　該　　市　　町　　村 類似団体 対前年度比

令和６年度 ① 令和５年度 ② ①－② 令和５年度 (%)

　 財　 政　 力　 指　 数（３ヵ年平均） 0.27 0.27 0.00 0.43

　 標   準   財   政   規   模   （A） 18,511,982 18,089,289 422,693 10,385,034 2.3%

　 経　　常　　収　　支　　比　　率　　 91.3 91.2 0.1 94

普　通　建　設　事　業　費　　　（B） 2,552,426 2,307,381 245,045 2,263,089 10.6%

地　方　債　現　在　高        　（C） 37,187,033 39,847,223 △ 2,660,190 17,208,903 △6.7%

債　務　負　担　行　為　額　　　（D） 8,466,676 6,383,345 2,083,331 2,620,604 32.6%

積　立　金　現　在　高　　　　　（E） 19,161,269 17,100,580 2,060,689 7,666,979 12.1%

財　政　調　整　基　金　(F) 4,903,523 4,170,651 732,872 2,775,218 17.6%

(E)のうち 減　　債　　基　　金　　(G) 3,117,647 3,340,863 △ 223,216 1,108,085 △6.7%

主な基金 3,259,507 2,509,256 750,251 29.9%

30,580 30,577 3 0.0%

17,466 17,457 9 0.1%

326,453 355,422 △ 28,969 △8.2%

3,433,615 2,716,465 717,150 26.4%

2,095,498 2,011,290 84,208 4.2%

1,895,388 1,880,572 14,816 0.8%

10,000 10,000 0 0.0%

45,442 31,876 13,566 42.6%

普 通 建 設 事 業 費(B)/(A) 13.8% 12.8% 1.0% 21.8%

標準財政 地 方 債 現 在 高   (C)/(A) 200.9% 220.3% △19.4% 165.7%

規模に対 債 務 負 担 行 為 額(D)/(A) 45.7% 35.3% 10.4% 25.2%

する比率 積 立 金 現 在 高   (E)/(A) 103.5% 94.5% 9.0% 73.8%

43.3% 41.5% 1.8% 37.4%

実　質　赤　字　比　率 0.0%

連  結  実  質  赤  字  比  率 0.0%

実 質 公 債 費 比 率 (３ケ年平均) 9.1% 9.5% △0.4%

将　　来　　負　　担　　比　　率 -17.1% 0.7% △17.8%

銅像等管理基金

まちづくり整備基金

ふるさと応援基金

公共施設整備事業基金

過疎地域自立促進特別事業基金

合併まちづくり基金

社会教育振興助成基金

森林環境譲与税基金

財政調整基金＋減債基金　((F)+(G))/(A)

区　　　　　　　　分

地域振興基金
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  財政構造 

年

度 
財政力指数 

 

経常収支比率 

(%) 

財源構成比率 

     (%) 

 

実質公債費比率 

          (%) 

 

実質単年度収支 

   （千円）  自主財源 依存財源 

24 0.25 94.6 19.7 80.3 11.9 △177,769 

25 0.25 91.1 18.9 81.1 11.4  794,782 

26 0.26 91.2 20.8 79.2 10.3 △147,432 

27 0.26 89.2 18.2 81.8 9.5  160,518 

28 0.27 90.4 18.6 81.4 9.0 △237,215 

29 0.27 91.5 21.3 78.7 9.2 △516,695 

30 0.27 91.4 21.9 78.1 9.3 △251,958 

元 0.27 93.6 23.7 76.3 9.5 △1,416,738 

２ 0.27 93.４ 18.9 81.1 9.5 △218,024 

３ 0.27 88.9 25.4 74.6 9.6 △54,617 

４ 0.27 93.9 22.3 77.7 9.5 △78,257 

５ 0.27 91.2 26.2 73.8 9.5 126,272 

６ 0.27 91.3 24.4 75.6 9.1 999,698 

 

【用語の意味】 

○ 財政力指数 

市の財政に力があるかどうかを表す指標です。この指数が高いほど自主財源の割合

が高く，財政に余裕があるとされています。これが１を超えると普通交付税の交付を

受けません。 

 

○ 経常収支比率 

財政の弾力性（ゆとり）を見るための指標です。地方税，地方交付税などの使途を

制限されない経常的な収入に対する，人件費，公債費，扶助費などの経常的な支出の

割合が低いほど財政にゆとりがあり，様々な状況の変化に柔軟に対応できることを示

します。 

 

 ～家計に例えると～  

毎月の給料に対して，食費や家賃，光熱水費など毎月決まって支払わなければな

らない経費の割合がどれくらいあるかを見たものに似ています。この割合が高いほ



- 29 - 
 

ど家計のやりくりが苦しいことになります。 

○ 財源構成比率 

    市税，使用料などの自主財源及び交付税や補助金などの依存財源が収入に占める割合

を示しています。 

 

○ 実質公債費比率 

実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標です。 

これが 18%以上の団体は，地方債の発行に許可が必要となります。さらに，25%以

上の団体は,地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限され，35%以上の団体

は，これらに加えて一部の一般公共事業債についても制限されます。 

 

○ 実質単年度収支 

単年度収支から実質的な黒字要素（財政調整基金積立金，地方債繰上償還額） や赤

字要素（財政調整基金取崩し額）を加減したもので，当該年度における実質的な収支

を把握するための指標です。 

 

～家計に例えると～  

家計においても，余裕がある月は貯金をしたりローンを繰上返済したりしますし，

苦しい月は貯金を下ろしたりします。このような資産の増減につながることをしなか

ったものとして，単純に給料と生活費のバランスがどうなっているかを見たときにど

うかと考えるのに似ています。 

 

 

 

 


